
平成 24年度 健全化判断比率および資金不足比率について 

 

平成 19 年度、地方の財政運営を適正にするために「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が

公布され、平成 20 年度に本格施行されました。地方公共団体は毎年度、財政の健全化判断比率として

一般会計等の実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の 4 つの指標と公営企

業については資金不足比率を監査委員の意見書を付して議会に報告するとともに、住民に公表すること

が義務付けられました。 

 また、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合、または資金不足比率が経営健全化基

準以上になった場合は、財政健全化計画等を策定し、計画的に健全化に向けて取り組まなければなりま

せん。 

 健全化判断比率の公表は平成 19 年度決算から、また、財政健全化計画等策定の義務は平成 20 年度決

算から適用されます。 

 

１．健全化判断比率等について 

①実質赤字比率 

 一般会計などの実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

 

 

②連結実質赤字比率 

 全ての会計の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

 

 

 

③実質公債費比率 

 主に一般会計などが負担する元利償還（借金返済）金の標準財政規模に対する比率 

 

 

 

 

④将来負担比率 

 主に一般会計などが将来負担すべき実質的な負債（借金）の標準財政規模に対する比率 

 

 

 

 

注）標準財政規模とは、地方自治体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的な一般財源の規模を示します。平成

24 年度の塩竈市の標準財政規模は 12,096,845 千円となっています。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

実質公債費比率 

（3 ヵ年平均） 

（地方債の元利償還金 + 準元利償還金）－ 

（特定財源 + 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

＝ 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額 －（充当可能基金額 + 特定財源見込額 + 地方債現在高等に係る 

        基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 



２．健全化判断比率の算定結果 

 平成 24 年度の塩竈市の健全化判断比率は以下のとおりと算定され、いずれの指標も早期健全化基準

を下回る結果となりました。 

 平成 23 年度に引き続き、「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」ともに発生しておりません。 

 市税などで負担する地方債の元利償還金の状況を表す「実質公債費比率」は 12.9%となり、前年度と

比較し 0.5 ポイントの増となりました。主な増要因は、震災減免・課税免除等により固定資産税が大幅

は減額となり、標準税収入額等が減となったことによるものです。 

 将来負担すべき地方債の残高など実質的な負担の状況を表す「将来負担比率」は、21.4 ポイント減の

47.9%となりました。 

指標名 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 
早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

実質赤字比率 － － － 13.04％ 20.00％ 

連結実質赤字比率 － － － 18.04％ 30.00％ 

実質公債費比率 9.7％ 12.4％ 12.9％ 25.0％ 35.0％ 

将来負担比率 88.9％ 69.3％ 47.9％ 350.0％ － 

※早期健全化基準は 24 年度のものです。 

３．資金不足比率の算定結果 

 資金不足比率とは、各公営企業の資金不足額が事業の規模に対してどのくらいの割合になるのかを示

す指標です。平成 20 年度決算からは市立病院事業会計のみとなりました。 

平成 24 年度は市立病院事業会計で 3.5%となり、前年度と比較し 0.1 ポイントの増となりました。 

 

 

 

 

※資金の不足額のない会計は「－」で標記しています。 

会計名 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 
経営健全化 

基準 

法
適 

水道事業会計 － － － 

20.0％ 

市立病院事業会計 8.0％ 3.4％ 3.5％ 

法
非
適 

交通事業特別会計 － － － 

魚市場事業特別会計 － － － 

下水道事業特別会計 － － － 

漁業集落排水事業特別会計 － － － 

資金不足比率 ＝ 
資金の不足額 

事業の規模 


